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今般の新型コロナウイルス感染拡大により都市再生においても新たに課題が顕在化し、密の回避等、都市活動に様々な影
響が発生した。
一方、人や機能等を集積させる都市そのものの重要性に変わりはないものと考えられ、新たな生活様式や社会情勢の変化を
踏まえたうえで、今後の都市再生の方向性を検討していくことが必要となる。
そこで、有識者をはじめ、都市再生に関係する業種・業態の民間事業者や自治体などの現状を把握し、新型コロナウイルス
感染症を契機とした都市再生への影響やそれを踏まえた今後の都市再生の取組の方向性を検討するため、都市再生有識者
懇談会（以下、「懇談会」という。）を開催する。

都市再生有識者懇談会の開催について

＜新たに顕在化した課題＞
①密の回避
②社会全体のDX浸透

既存の都市再生

新たな日常に対応した
都市再生

＜ヒアリング内容＞
・新型コロナウイルス感染症による都市再生への影響と
その対応について

・新たな働き方・住まい方・生き方を見据えた都市再生
と都市間連携について

・各都市の都市再生に関する取組について

・都市や建物への未来技術の導入取組について

課題の解決にあたり、
現状把握を実施

・経済活動の停滞
・インバウンドの減少

・経済活動の再始動
・インバウンドの再喚起

今後の都市再生の方向性への反映を想定
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都市再生有識者懇談会 委員一覧

有識者名 所属 備考

赤井 厚雄 早稲田大学総合研究機構研究院 客員教授

秋田 典子 千葉大学大学院園芸学研究科 准教授

姥浦 道生 東北大学大学院工学研究科 教授

野澤 千絵 明治大学政治経済学部 教授

森川 高行 名古屋大学未来社会創造機構 教授 座長
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都市再生有識者懇談会開催スケジュール

議題 ゲストスピーカー

2020.12月4日（金）
15時～17時 目指すべき今後の都市再生の方向性について ー

2021.1月15日（金）
10時～12時

新型コロナウイルス感染症による都市再生への影響と
その対応について

一般社団法人不動産協会さま
三鬼商事株式会社さま
株式会社ニッセイ基礎研究所さま

2021.2月24日（水）
10時～12時

新たな働き方・住まい方・生き方を見据えた都市再生と
都市間連携について

ザイマックス不動産総合研究所さま
リクルートワークス研究所さま
認定NPO法人ふるさと回帰支援センターさま

2021.3月29日（月）
16時～18時 各都市の都市再生に関する取組について

2021.5月 都市や建物への未来技術の導入取組について

2021.6月 議論内容のとりまとめ① ー

2021.7月 議論内容のとりまとめ② ー
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２.第１回都市再生有識者懇談会 令和２年12月４日
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「特定都市再生緊急整備地域」とは、都市再生
緊急整備地域のうち、都市開発事業等の円滑か
つ迅速な施行を通じて緊急かつ重点的に市街地
の整備を推進することが都市の国際競争力の強
化を図る上で特に有効な地域として政令で定める
地域をいう。

「都市再生緊急整備地域」とは、都市の再生の拠
点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点
的に市街地の整備を推進すべき地域として政令
で定める地域をいう。

候補地域（4地域）

「候補地域」とは、近い将来における政令指定
の意向を関係自治体が持つものの、都市開発
事業の熟度や関連計画との整合等が指定レ
ベルに至っていないなどの場合に、必要に応じ
て設定・公表する地域をいう。

※緊急整備地域数及び協議会数は令和2年9月16日時点、その他の計画数等は令和2年9月30日時点

7都市再生制度に関する基本的な枠組（都市再生特別措置法関連）



都市再生の変遷（2000年代） 8

事例写真
・東京ミッドタウン

事例写真
・ミッドランドスクエア

東京ミッドタウン ミッドランドスクエア なんばパークス

■事業概要

事業区域面積：約８ha
延べ面積 ：約57万㎡
主用途 ：事務所、店舗、住宅
事業者 ：特定目的会社
竣工年 ：2007年

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約19万㎡
主用途 ：事務所、店舗、映画
館
事業者 ：トヨタ自動車(株) 等
竣工年 ：2007年

■事業概要

事業区域面積：約１ha
延べ面積 ：約６万㎡
主用途 ：事務所、店舗、映画館
事業者 ：(株)高島屋 等
竣工年 ：2007年

〇都市再生特別措置法の支援措置を活用し、公共施設を伴う大規模な優良プロジェクトが数多く組成。

（出典）パークスタワー概要｜なんばパークス -NAMBA PARKS-
http://www.nambaparks.com/parks_tower/profile.html

（出典）東京ミッドタウン オフィス ¦ 施設 ¦ 東京ミッドタウン
https://www.tokyo-midtown.com/jp/facilities/office/

（出典）ビル・施設のご案内｜東和不動産株式会社
https://www.towa-r.co.jp/business/business.php?id=3

（出典）国交省HP 都市再生制度の概要 2020年11月



都市再生の変遷（2010年代） 9

虎ノ門ヒルズ グランフロント大阪 グローバルゲート

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約24万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：森ビル(株)
竣工年 ：2014年

■事業概要

事業区域面積：約３ha
延べ面積 ：約48万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：三菱地所(株)
竣工年 ：2013年

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約16万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：特定目的会社
竣工年 ：2017年

■国際会議場 ■インキュベーション施設 ■ホテル

〇2010年代以降、国際競争力強化・インバウンドに対応する機能のほか、就業者・来街者の多様化に
伴いビルの多機能化など、民間都市再生事業の更なるミクストユース化が進んでいる。

（出典）ナレッジサロン｜ビジネスユース｜施設ガイド｜ナレッジキャピタル
https://kc-i.jp/facilities/business/knowledge-salon/

（出典）会場スペック｜虎ノ門ヒルズフォーラム
ttp://forum.academyhills.com/toranomon/spec/mainhall
.html

（出典）虎ノ門ヒルズ｜森ビルのプロジェクト｜森ビル株式会社 - MORI Building
https://www.mori.co.jp/projects/toranomonhills/

（出典）TOWER B｜グランフロント大阪
https://www.grandfront-osaka.jp/office/tower_b.html

（出典）グローバルゲート 主要管理ビル プロパティマネジメントなら第一ビルディング
https://www.dai-ichi-building.co.jp/building/277

（出典）客室一覧｜名古屋プリンスホテル スカイタワー
https://www.princehotels.co.jp/nagoya/room/

（出典）国交省HP 都市再生制度の概要 2020年11月
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（出典）内閣府地方創生推進室、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 V-RESASより

新型コロナウイルス感染症による日本国内の各種動向

新型コロナウイルス感染症による日本国内の各種動向
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（転入超過数の前年同月比、％）

転入超過数
（左軸）

前年同月比
（右軸）

2016年4月 2017年4月
2019年4月

2018年4月

（転入超過数）
2020年4月：4,532人（前年同月▲65.3％）

5月：▲1,069人（前年同月▲123.9％）
6月：1,669人（前年同月▲47.4％）
7月：▲2,522人（前年同月▲310.3％）
8月：▲4,514人（前年同月▲223.7％）
9月：▲3,638人（前年同月▲208.2％）
10月：▲2,715人（前年同月▲202.2％）

-120

-320

東京都への転入超過数の推移
（2016年１月～2020年10月）

（転入超過数、人）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。

10月:2,127人

9月:2,658人

10月:1,147人

9月:2,339人

10月:
2,433人

9月:
3,121人

10月:
2,657人

9月:
3,362人

2017年 2018年 2020年2019年2016年

○ 東京都への転入超過数は、2020年４月以降前年同月比マイナスで推移。

○ 2020年５月には、2013年７月以降初めての転出超過となり、以降も６月を除き転出超過が続いた。

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）

社会・経済活動への影響 東京都への転入超過数
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○ ８月及び９月は、首都圏や北海道・大阪府等を中心に幅広い道府県で東京都への転入超過数が前年と比べ減少。

（転入超過数、人）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。

東京都への道府県別転入超過数（2020年８月、９月）

8月

-500

-1000

-1500

東京都の転入超過数
2019年8月：3,648人
2020年8月：▲4,514人

▲8,162人
転入超過数（2019年8月）
転入超過数（2020年8月）首都圏、北海道、大阪

府を中心に減少

（転入超過数、人）

転入超過数（2019年9月）
転入超過数（2020年9月）

東京都の転入超過数
2019年9月：3,362人
2020年9月：▲3,638人

▲7,000人

首都圏、福岡県、北海道、大
阪府等を中心に減少

9月

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）

社会・経済活動への影響 東京都への都道府県別転入超過数
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（出典）ザイマックス不動産総合研究所「首都圏オフィスワーカー調査2020」（20年11月）より抜粋
調査時期：2020年9月 調査地域：首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）

○コロナ禍におけるオフィスへの出社状況としては、完全出社にワーカーは全体の４割程度確認できたが半数以上のワーカーは出社
とテレワークの両方を使いわけている。

○オフィスに出社する理由は、半数以上のワーカーがオフィスでしかできない業務があると回答しており、２位以下の理由と大きな差が
ある。

集計対象：全体（n=2,060）

オフィスへの出社状況 オフィスへ出社する理由

個人の生活様式や意識への影響 ～コロナ禍におけるオフィス出社状況～
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集計対象：全体（n=2,060）

〇在宅勤務やサテライトオフィス勤務などを利用したテレワークの現在の実施状況を確認すると、テレワーカー※が6割以上、一時的
テレワーク経験者※が14.2％いることが分かった。

〇職種別にみるとテレワーカーの割合は「事務系専門職」や「技術系専門職」が比較的高く、「一般事務・受付・秘書」や「総務・人
事・経理」が比較的低いことが分かった。

※テレワーカーとは、在宅勤務、サテライト勤務、その他（喫茶店など）のうち１つでも実施しているワーカーをさす。
※一時テレワーク経験者とは、コロナ危機発生以前または発生後に一時的にテレワークを実施していたが、現在はテレワークを実施していないワーカーを指す。

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「首都圏オフィスワーカー調査2020」（20年11月）より抜粋
調査時期：2020年9月 調査地域：首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）

集計対象：全体（n=2,060）

テレワークの実施状況 （職種別）テレワークの実施状況

個人の生活様式や意識への影響 ～コロナ禍におけるテレワーク実施状況～
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○ 三大都市圏居住者のうち、年代別では20～30歳代、地域別では東京都23区に住む人の地方移住への関心が高まっている。

（出典）内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和２年６月２１日）資料より国土政策局作成

備考：三大都市圏とは、東京圏、名古屋圏、大阪圏の１都２府７県
○東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
○名古屋圏：愛知県、三重県、岐阜県
○大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県

◆質問：今回の感染症の影響下において、地方移住への関心に変化はありましたか。（対象：三大都市圏居住者）

■調査概要
〇調査方法：インターネット調査（国内居住のインターネットパネル登録モニター）
○回収数：10,128
〇調査期間：５月25日～6月５日

（５月25日～29日に半数を回収し、６月1日～5日に残りの半数を回収）
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地域別（20歳代）

22.1%

20.0%
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（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）

個人の生活様式や意識への影響 ～地方移住への関心の変化～
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１.都市再生有識者懇談会の開催について

２.第１回都市再生有識者懇談会 令和２年12月４日

３.第２回都市再生有識者懇談会 令和３年1月15日
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（出典）三鬼商事発表資料より
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（出典）三鬼商事発表資料より
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（出典）ニッセイ基礎研究所発表資料より
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（出典）ニッセイ基礎研究所発表資料より



30（出典 不動産協会発表資料より）
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